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■計画の基本情報

H 29 ～ H 33

亀山市ICT利活用計画に関する実績等報告書（平成29年度）

位置付け

　本計画は、高度情報通信ネットワーク社会形成基本法第１１条に基づき、高度情
報通信ネットワーク社会の形成に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、市域の
特性を生かした自主的な施策を策定し実施するための個別計画として位置づけて
おり、市の総合計画及び関係する分野別計画との整合を図るものとしています。

総合政策部 総務課

目的・概要

計画期間 年度

　これまでの計画の成果や課題を踏まえながら、「第２次亀山市総合計画」の実現を
ＩＣＴの面から下支えするとともに、急激かつ大幅な社会経済構造の変化に対し、市
のＩＣＴ利活用に新たな視点で取り組むため、「亀山市ＩＣＴ利活用計画」を策定し、市
のＩＣＴの効果的かつ効率的な利活用を進めます。

計画の骨格

基本理念 
•新たな視点で“つなげる”ICTの利活用 

この基本理念は、ICTをまちづくりの有効な手段と認識し、これまでにない新たな

視点で利活用することで、人と人、人と組織、組織と組織、人と組織と情報など、

様々な資源のつながり（ネットワーク）を生み出し、連携・協働による「市民力・地

域力が輝くまちづくり」を進めるためのものです。 

 

•マイナンバーカードを活用した行政サービスの提供 

•子育てワンストップサービスの推進 

•多様な媒体を介した情報発信の充実 

•多様な公金収納環境の整備  

•地域医療連携システムの整備 

ビジョン① 

誰もが実感で
きる行政サー
ビスの実現 

•行政情報オープンデータ化の推進  

•市民・地域・行政が相互に情報交流できる仕組みの
構築 

•シティプロモーション戦略の推進 

•総合的な防災情報伝達システムの構築 

ビジョン② 

安全で活気あ
ふれる地域を
創る仕組みの
構築 

•行政情報システムの安定稼働と業務改革 

•「行政情報システム最適化指針」の適用 

•学校教育におけるICT利活用の推進 

•庁内ペーパレス化の推進 

ビジョン③ 

スリムで持続
可能な行政運
営への変革 



■成果指標
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■計画の実績等

実績値
（H29）

現状値 目標値
単位

成果指標名

設定なし

今後の方向性

反省点・課題

取組実績

成果

総合計画推進
への寄与度

【平成29年度に実施した主な取組】
・総合住民情報システム及び統合型内部情報システムのクラウドコンピューティング
による運用を開始
・インターネット通じた納付が可能な市税クレジット収納の運用を開始
・小中学校に児童生徒用のタブレット型パソコンを導入
・国保広域化に対応するためのシステム改修を実施
・市ホームページで公開している地図情報システムおける都市計画参考図の拡充
・地域まちづくり協議会のホームページによる情報発信を促進するための勉強会を
開催
・行政情報のオープンデータ化に向けて、今後の方向性を検討　など
　税・住民記録・国保・年金等を取り扱う「総合住民情報システム」と主に庁内事務
に利用する「統合型内部情報システム」のクラウドコンピューティングによる運用を開
始し、堅牢なデータセンターでの管理やネットワークの2重化による情報セキュリティと
業務継続が可能な仕組みを確保した。
　また、これまでのコンビニ収納に加えて、市税のクレジット収納の実施により、24時
間インターネットを通じて納付できる仕組みを導入したことにより、行政サービスの質
の向上を図ることができた。
　さらに、市内の小中学校に児童生徒用タブレット型パソコンを導入したことにより、ＩＣ
Ｔを活用することで学習への意欲・関心を高めたり、わかりやすい授業の実現に向
け、環境を整備することができた。
６．行政経営　（２）財産・情報の適正な管理・活用　①行政情報の適切な管理

　主要な情報システムのクラウドコンピューティングによる運用を開始し、情報セキュ
リティの強化を図ったことで、行政情報の適正な管理に繋げることができた。
　また、行政情報のオープンデータ化に向けて、今後の方向性を見出すことができ
た。

　平成29年度に導入・更新等を計画していた事業について、主要なシステムのクラ
ウド化や市税クレジット収納の運用を開始するなど、概ね計画どおりに実施できたが、
今後、これらの事業の維持・継続にあたり、関連する制度の改正や情報通信技術の
進展など、ＩＣＴを取り巻く情勢の変化に柔軟に対応していく必要がある。

　継続事業については、ＩＣＴ取り巻く情勢の変化に柔軟に対応していくために、改善
が必要なものは、適宜改善を図りながら維持・継続していく。また、平成30年度以降
に導入・更新等を計画している事業については、今後の情勢を踏まえた十分な検討
を行った上で、計画的かつ円滑に実施していく。



亀山市ICT利活用計画取組実績一覧

①　誰もが実感できる行政サービスの実現

29 30 31 32 33 取組実績 成果と課題 部 課 グループ

△ → ○ → → 生活文化
部

市民課 戸籍住民
G

導入の可
否及び手
法等につ
いて検討

導入の可
否及び手
法等につ
いて決定

検討結果
に基づき
実施

継続 継続 生活文化部 市民課 戸籍住民G

△ ○ ◎ → → 総合政策
部

総務課 情報統計
G

調査
検討
一部実施

検討
導入

運用 運用 総合政策部 総務課 情報統計G

→ △ ◎ → → 総合政策
部

政策課 広報秘書
G

継続

文字情報
システム
検討
更新準備
（債務負
担）

文字情報
新システ
ム稼働

継続 継続 総合政策部 政策課 広報秘書G

→ △ ◎ → → 総合政策
部

政策課 広報秘書
G

継続
システム
更新検討

契約・移
行作業
（次期
ホーム
ページ）

継続 継続 総合政策部 政策課 広報秘書G

→ → → → →

継続 継続 継続 継続 継続 総合政策部 総務課 情報統計G

実施年度

①
(3)-3

【再掲有】

多様な媒体を
介した情報発
信の充実

メール配信シ
ステム事業

安心で、安全なまちづくりに
向け、防災、防犯、災害及び
市からのイベント開催等のお
知らせをメール配信する。

あらかじめメールアドレスを
登録した市民の方にメール配
信する。また、非常時におけ
る職員の参集メールや、幼稚
園、保育園、小・中学校にお
いて登録者を限定したメール
配信を行う。  （安心めー
る、幼・保・学校メール 、職
員参集メール）

①
(3)-1

【再掲有】

多様な媒体を
介した情報発
信の充実

行政情報提供
事業

ケーブルテレビという動画の
特性を生かして、市の各種施
策・制度やイベントなど、地
域に密着した情報を提供する
ことにより、市民のまちへの
愛着を高める。また、本市の
魅力を動画で市内外へ発信
し、本市の知名度とまちのイ
メージ向上につなげる。

ケーブルテレビを活用した行
政情報番組を制作・提供す
る。

①
(3)-2

【再掲有】

多様な媒体を
介した情報発
信の充実

ホームページ
情報発信事業

市の施策や魅力をどこでも必
要な時に取得できるよう、
CMSを活用したホームページ
により、市内外に情報発信す
る。また、フェイスブックな
どのツールを利用し、より身
近で取得しやすい環境を整え
るとともに、ICTを活用した
コミュニケーション機能の充
実を図る。

①
(2)-1

子育てワンス
トップサービ
スの推進

子育てワンス
トップサービ
ス推進事業

妊娠、出産、育児等に係る子
育ての負担軽減を図るため、
子育て関連手続きにおいて、
マイナンバーカードを用いて
オンラインで一括して手続き
を行うことができるよう推進
する。

マイナポータルを通じて利用
できる子育てワンストップ
サービスを導入し、児童手
当・保育・母子保健・ひとり
親支援関係の電子申請やお知
らせ等に係るオンラインサー
ビスを提供を国の動向を注視
しつつ検討する。

①
(1)-1

マイナンバー
カードを活用
した行政サー
ビスの提供

コンビニ交付
事業

マイナンバーカードを活用し
た行政サービスの提供をする
ことで、市民サービスの向上
と事務の効率化を図る。

マイナンバーカードを使って
コンビニエンスストアのコ
ピー機で住民票や印鑑証明書
等を交付するサービスを行う
ことができるよう、コンビニ
交付事業の導入を検討する。

担当
今後の方向性

平成29年度

平成29年度の部内での検証
結果を踏まえ、関係課との連
携を図り、平成31年度から
の導入について検討してい
く。

費用対効果は見込みにくい
が、市民サービスの向上、近
隣市町の導入状況、特別交付
税の対象期限が平成３１年度
末であることなどから、引き
続き導入の検討を行う必要で
ある。

研修会に参加するとともに、
国や県から情報収集を行い、
部内において、コンビニ交付
事業の導入に係る費用対効
果、メリット・デメリットな
どの検証を行った。

No.
施策の方向

性
事業名 目的 概要

平成26年度導入のCMSを活
用したホームページにより、
タイムリ－かつ安定的な市政
情報の発信を行うとともに、
ウェブアクセシビリティ向上
のため、継続的に職員研修を
実施する。また、現行システ
ムの賃貸借契約が平成31年
度で満了することから、シ
ティプロモーション専用サイ
トとの統合やサーバのクラウ
ド化に向けた検討を行い、次
期ホームページの契約及び移
行作業を進める。

国や他の自治体の動向に注視
し、子育てワンストップサー
ビス導入の課題を整理する。

関係部署を交えての調査検討
を実施し、次年度以降の導入
に向けて調査検討を継続する
こととした。

情報収集を行いつつ、関係部
署に情報提供を行い、システ
ム導入に向けての調査を行っ
た。また、マイナポータルに
子育てに関する情報を掲載し
た。

引き続き、メール配信システ
ム事業を継続する。

安心めーると学校等連絡メー
ルの合計登録者数は増加傾向
であり、市や学校等からの情
報発信ツールとして機能して
いる。

緊急情報、防犯情報、イベン
ト情報など94件のメール配
信を行った。なお、平成29
年度末の登録者数は、4,387
人である。
また、市内の小・中学校、幼
稚園、保育園等が利活用して
いる学校等連絡メールの登録
者数は8,365名であり、年間
854件の連絡メールを配信し
た。

市民アナウンサーや中高生ア
ナウンサーの活用により、市
民に身近な番組づくりを行
う。また、まちづくり協議会
単位のイベントなど、親しみ
を感じてもらえる取材先を選
定する。
文字情報システムで放送して
いる情報（災害、選挙等）の
関係部署と協議を行う。

市民アナウンサーや高校生ア
ナウンサー（9回）、中学生
アナウンサー（3回）に番組
出演していただくことで、親
しみのある番組づくりを行う
ことができた。
文字情報システムについて、
平成31年度以降の方向性を
検討する必要がある。

行政情報番組「マイタウンか
めやま」を計画通り年間53
本制作し、放送した。
文字情報システムにより行
事・募集の案内（フル画面）
を行うとともに、災害や選挙
情報を字幕、Ｌ字で放送し
た。（フル画面：196回、字
幕：13回、Ｌ字：4回）

タイムリーで安定的な市政情
報の発信に向け、研修を継続
実施し、ホームページ更新回
数及びアクセシビリティの向
上に努める。
また、平成31年度次期ホー
ムページの運用に向け、シス
テム更新を検討する。

アクセシビリティについて
は、ホームページの構造上、
改善が困難な部分（アンケー
ト機能）が一部あるものの、
対応不十分なページが散見さ
れ、改善の促進が必要であ
る。

ホームページアクセス数は
689,387回（前年度比1.09
倍）、ホームページ更新回数
は1,240回（前年度比1.06
倍）、フェイスブック掲載回
数は187回（前年度比1.17
倍）で、タイムリーな情報発
信ができた。
また、7月に「ホームペー
ジ。シティプロモーションお
よび広報研修」を開催（55
人参加）し、アクセシビリ
ティに関する意識向上を図っ
た。

 スケジュール項目 

  △ ： 調査、検討 
  ○ ： 一部実施、推進 
  ◎ ： 実施、完了 
  → ： 継続 



29 30 31 32 33 取組実績 成果と課題 部 課 グループ

実施年度 担当
今後の方向性

平成29年度
No.

施策の方向
性

事業名 目的 概要

→ → → △ △ 生活文化
部

文化ス
ポーツ課

スポーツ
推進G

継続 継続
継続
検討

検討 検討 生活文化部
文化スポー
ツ課

スポーツ推
進G

→ △ ○ → ◎ 生活文化
部

文化ス
ポーツ課

歴史博物
館

継続

亀山市歴
史博物館
専門委員
会で方向
性を検討

個人所蔵
者、執筆
者への新
しいセ
キュリ
ティに対
する了承
をとる

継続
設計

業務委託
による
ページの
再編集と
配信

生活文化部
文化スポー
ツ課

歴史博物館

△ ◎ → → →

手法の検
討、関係
室との協
議、内容
の作成

運用 継続 継続 継続 生活文化部
まちづくり
協働課

市民協働G

◎ → → → → 生活文化
部

環境課 廃棄物対
策G

システム
導入

公開 公開 公開 公開 生活文化部 環境課
廃棄物対策
G

→ → → → → 産業建設
部

用地管理
課

管理G

継続 継続 継続 継続 継続 産業建設部 用地管理課 管理G

→ → → → → 産業建設
部

都市整備
課

都市計画
G

継続 継続 継続 継続 継続 産業建設部 都市整備課 都市計画G

確認作業を終えたごみはウェ
ブ上での公開に向けた作業を
進める。精査が必要なもの
は、その作業が終わり次第順
次追加していく。

精査が必要なものが一部ある
が、ごみ一覧表の作成はほぼ
終えることができた。また、
ウェブサイトの構築も終える
ことができた。

ごみ分別ハンドブックは約
600種掲載しているところ、
ごみ分別辞典では約2,000種
掲載すべく一覧表を作成し
た。ただし、大幅に増やした
ことから分別確認作業に時間
を要し、精査が必要なものが
一部残されたことから、H29
年度中のウェブ上での公開は
見送った。

今後、市史の編集についてを
歴史博物館専門委員会に諮
り、執筆者等にセキュリティ
の解除、全体的なページの再
編への承諾を目指す。

現在のインターネットの一般
的な状況に即していないセ
キュリティ体制が、市史編さ
ん時の委員会により要求され
たものであり、単純にセキュ
リティを外すことはできない
ものであることが確認され
た。

室内で、現在のセキュリティ
の状況に対する理解を共有し
た。

①
(3)-5

【再掲有】

多様な媒体を
介した情報発
信の充実

亀山市史
（ウェブ版）
の普及拡大事
業

亀山市史のセキュリティの考
え方やシステムが影響し、強
いセキュリティを設定してい
る外部機関では亀山市史を利
用できない。亀山市史のセ
キュリティの考え方やシステ
ムを見直し、同時に利用しや
すいウェブページへと再編
し、さらなる利活用の普及拡
大を図る。

平成33年に、亀山市史は
ウェブ配信されて10年にな
る。インターネット環境が進
む中、内部では庁内のパソコ
ンで亀山市史が利用できず、
外部でも、一般や、他自治
体、教育委員会、大学、研究
機関なども利用できないとこ
ろがある。亀山市史編さん推
進委員会で設定されたセキュ
リティの考え方やシステムそ
のものを見直し、現在レベル
で利用できるようにする。

①
(3)-4

多様な媒体を
介した情報発
信の充実

公共施設予約
システム運用
管理事業

運動施設など市の公共施設の
利用環境を改善し、市民の利
便性の向上と施設の利用促進
を図るため、公共施設予約シ
ステム運用管理事業を行う。

予約システムを運用すること
で、保守メンテナンス時を除
き、いつでもオンラインで予
約をすることができる。ま
た、各施設へ問い合わせるこ
となく、空き状況を確認でき
るなど、利便性の向上を図
る。

①
(3)-7

【再掲有】

多様な媒体を
介した情報発
信の充実

ごみ分別ハン
ドブック公開
事業

市民がごみの分別を迷わない
うえ収集日の確認や出し忘れ
が防止できること、ペーパレ
ス化が推進できることを目的
に、ウェブ上で50音順や
キーワード検索が可能なごみ
分別辞典を作成し公開する。

ウェブ上で50音順やキー
ワード検索が可能な「ごみ分
別ハンドブック」を作成し公
開する。

①
(3)-6

【再掲有】

多様な媒体を
介した情報発
信の充実

多言語情報
メール配信事
業

日本語での情報が伝達されな
い外国人に対し、生活の安全
安心を確保するための基本で
ある災害情報や緊急情報を提
供する。

現在、英語及びポルトガル
語、やさしい日本語で月に1
度、外国語版広報を携帯電話
へ情報発信している。このし
くみを活用し、災害情報、防
犯情報、イベント情報などを
発信していく。

①
(3)-9

【再掲有】

多様な媒体を
介した情報発
信の充実

都市計画関連
情報整備事業

都市計画情報を市のホーム
ページで提供することによ
り、市民の利便性の向上を図
る。

都市計画情報について、定期
的に更新を実施し、更新情報
をホームページに反映させる
ことにより、情報の迅速な提
供を行う。

①
(3)-8

【再掲有】

多様な媒体を
介した情報発
信の充実

道路台帳整備
事業

道路台帳をデジタル化し、市
のホームページで道路台帳の
情報を提供することにより、
市民の利便性の向上を図る。

デジタル化された道路台帳に
ついて、定期的に更新を実施
し、更新情報をホームページ
に反映させることにより、情
報の迅速な提供を行う。

都市計画情報を市ホームペー
ジで公開し、情報提供を行っ
た。

定期的に更新を行うととも
に、迅速な情報提供を行う事
ができた。

都市計画情報に変更等が生じ
た場合、随時市ホームページ
情報提供を行い利便性の向上
を図る。

道路台帳をデジタル化し、市
のホームページで道路台帳の
情報を提供した。

情報の迅速な提供を行うこと
ができ、市民の利便性の向上
を図ることができた。

継続してデジタル化された道
路台帳を定期的に更新しホー
ムページに反映させることに
より、情報の迅速な提供を行
いたい。

問題点を整理して、運用ルー
ルの見直しも含めて検討を行
う。

利便性が向上した一方で、予
約システム利用者の中には予
約を完了させない者もおり、
利用の抑制になっている面も
ある。

公共施設施設予約システムに
より、オンラインでの予約や
空き状況の確認ができるよう
に公共施設予約システムの継
続的な管理を行った。

通訳（英語及びポルトガル
語）は非常勤職員であるた
め、緊急時の災害情報の情報
発信や防犯情報をどこの部署
が担当していくのか検討する
必要がある。

外国語版広報の情報発信はで
きたが、災害情報、防犯情報
はできていない。通訳（英語
及びポルトガル語）は、非常
勤職員であるため緊急時に出
勤する体制になっていない。
また防犯情報を発信する際の
翻訳依頼がない。

英語及びポルトガル語で月に
1度、外国語版広報を携帯電
話へ情報発信した。



29 30 31 32 33 取組実績 成果と課題 部 課 グループ

実施年度 担当
今後の方向性

平成29年度
No.

施策の方向
性

事業名 目的 概要

◎ → → → → 産業建設
部

都市整備
課

都市計画
G

実施 継続 継続 継続 継続 産業建設部 都市整備課 都市計画G

△ ○ ◎ → → 教育委員
会事務局

生涯学習
課

図書館

関係機関
との調
整、基本
計画との
整合調整

関係機関
との調
整、基本
計画との
整合調
整、委託
契約事務
の完了

運用 継続 継続
教育委員会
事務局

生涯学習課 図書館

→ → → → → 議会事務
局

議事調査
課

議事調査
G

継続 継続 継続 継続 継続 議会事務局 議事調査課 議事調査G

◎ → → → → 総合政策
部

税務課 収納対策
G

運用 継続 継続 継続 継続 総合政策部 税務課 収納対策G

△ △ ◎ → → 総合政策
部

税務課 収納対策
G

導入計画
の策定
予算要求

システム
改修・運
用テスト

平成31
年10月
運用

継続 継続 総合政策部 税務課 収納対策G

①
(3)-11

多様な媒体を
介した情報発
信の充実

図書館情報シ
ステム更新事
業

図書館が所蔵する図書のデー
タや利用者の個人情報等を図
書館情報システム内に所蔵
し、利用者に安定した図書館
サービスを提供する。

住民サービスの観点から継続
的に安定した図書館サービス
を実施していくため、現行シ
ステムの更改を実施する。

①
(3)-10
【再掲有】

多様な媒体を
介した情報発
信の充実

公開型GIS機
能拡充事業

都市計画参考図を市のホーム
ページで印刷可能とすること
により、市民の利便性の向上
を図る。

公開型GISの印刷機能に都市
計画参考図を提供するにあた
り必要な機能を拡充する。

①
(4)-1

多様な公金収
納環境の整備

市税クレジッ
ト収納事業

納税環境の充実のため、これ
まのでコンビニ納付に加え
て、外出しなくてもパソコン
等を使って、24時間いつで
も納付できる仕組みを構築す
る。

クレジットカード利用者が、
インターネットにアクセスで
きるパソコンやスマートフォ
ンから、24時間どこからで
も市税を納付できるサービス
を実施する。

①
(3)-12
【再掲有】

多様な媒体を
介した情報発
信の充実

議会映像等イ
ンターネット
配信事業

市議会の本会議・常任委員会
の議会映像及び議会報告番組
「こんにちは！市議会です」
をインターネットにより配信
することで、市民の利便性の
向上を図り、積極的な情報公
開に努め、議会に対する関心
を高めてもらうことを目的と
する。

市議会の本会議と定例会中の
常任委員会の議会映像をイン
ターネットでライブ・録画配
信（パソコン、スマートフォ
ン・タブレット端末対応）す
る。また、議会報告番組「こ
んにちは！市議会です」をイ
ンターネットで録画配信（パ
ソコン、スマートフォン・タ
ブレット端末対応）する。

①
(4)-2

多様な公金収
納環境の整備

地方税共通納
税システム導
入事業

地方税の納付について、納税
者の納付負担の軽減を図る。
また、納付情報をデータファ
イルで取り込み、事務の負担
を軽減する。

地方税の納付について、全て
の地方団体が電子的に納付で
きるシステムを導入すること
により、納税者の利便性の向
上と収納事務における負担と
リスクの軽減を図る。
総合住民情報システムとの連
携が必要なため、システム改
修を行う。

都市計画参考図を公開型GIS
で公開し、情報提供を行っ
た。

公開型GISに都市計画参考図
を公開し、市民の利便性の向
上を図ることができた。

都市計画参考図に変更等が生
じた場合、公開型GISの修正
を行い利便性の向上を図る。

平成24年度に更新したシス
テムは5年が経過している
が、現状を維持して機器が使
用できること、図書館整備基
本計画との整合を図ることか
ら契約期間を１年間延長し
た。

延長することにより、機器及
びシステムの費用が抑えられ
た。また、基本計画と整合を
図りながら進めることができ
た。

契約期間が平成30年9月であ
ることから、更に延長をする
ことにより、経費削減と基本
計画との整合を図る。

平成31年10月の運用に向
け、スケジュールを調整し、
基幹システム改修の予算を要
求した。

平成30年度予算
　基幹システム改修経費
　1,001,160円

平成31年10月からの運用に
向け、準備を進めていく。

市議会の本会議と定例会中の
常任委員会の映像を、イン
ターネットによりライブ及び
録画で配信を行った。（パソ
コン・スマートフォン・タブ
レット端末対応）
また、議会報告番組「こんに
ちは！市議会です」を、イン
ターネットにより録画で配信
を行った（パソコン・スマー
トフォン・タブレット端末対
応）

議会中継や議会情報番組をイ
ンターネット配信することに
より、映像をリアルタイム
に、また、いつでもどこでも
見ることができ、市民の利便
性の向上と議会活動の積極的
な情報発信に努めることがで
きた。

【アクセス件数】
・議会映像（ライブ）　　　8,792件
・議員別配信（録画）　　 41,408件
・議会報告番組（録画）　   3,835件

今後も継続して、本会議・常
任委員会の映像及び議会報告
番組のインターネット配信を
行い、「議会の見える化」を
推進する。

平成29年度からクレジット
カードでの収納を実施した。
対象税目　市県民税、固定資
産税、軽自動車税、国民健康
保険税※口座振替を除く

収納件数・金額
　　459件　　18,609,374円
内訳
　市県　80件　  4,802,600円
　固定 193件　11,528,574円
　軽自 120件　　  843,500円
　国保　66件　　1,434,700
円

納税環境の充実のため、新た
な収納方法について研究す
る。



29 30 31 32 33 取組実績 成果と課題 部 課 グループ

実施年度 担当
今後の方向性

平成29年度
No.

施策の方向
性

事業名 目的 概要

○ ◎ → → → 上下水道
部

上水道課 上水道管
理G

指定代理
納付者と
の契約、
公金収納
サイト構
築、水道
料金シス
テム改修

運用 継続 継続 継続 上下水道部 上水道課
上水道管理
G

○ ◎ → → → 地域医療
部

地域医療
課

地域連携
G

運用方法
の検討
一部試行
運用

運用 継続 継続 継続 地域医療部 地域医療課 地域連携G

△ △ △ △ ○ 消防本部 消防総務
課

消防救急
G

平成32
年度まで
の調査検
討内容を
踏まえ、
平成33
年度から
の一部実
施を目指
す。

検討 検討
関係機関
との調整

関係機関
との調整
一部試行
運用

消防本部 消防総務課 消防救急G

①
(4)-3

多様な公金収
納環境の整備

水道料金クレ
ジット収納導
入事業

水道使用者が、外出せずにパ
ソコン等を使用して、24時
間いつでも水道料金の納付手
続きができる仕組みを構築す
る。

指定代理納付者の公金収納サ
イトにおいて、水道使用者が
クレジットカードを登録する
ことにより、指定代理納付者
が水道料金を立替払いする。
導入作業として、公金収納サ
イトの構築及び水道料金シス
テムの改修を行う。
また、その後の運用として、
水道料金請求及び収納処理、
公金収納サイト及び水道料金
システムの保守を行う。

①
(5)-2

地域医療連携
システムの整
備

ICT技術導入
検討事業

医療機関へ正確かつ迅速な情
報提供を行い、医療機関収容
所要時間を短縮するため、
ICT技術の導入を検討する。

高齢化の進展等に伴い、年々
増加する救急事案に的確に対
応するためには、救急隊と医
療機関との確実な情報共有が
必要である。現在は救急隊が
医療機関へ電話連絡し、傷病
者の状態を伝えているが、タ
ブレット端末等を活用し、映
像で医療機関への情報提供を
行えるICT技術の導入を検討
し、早期搬送を目指す。

①
(5)-1

地域医療連携
システムの整
備

地域医療連携
システム導入
事業

医療及び介護情報を統合し、
県内の複数の医療機関、介護
施設と患者の情報を共有でき
る地域医療連携システムの導
入を行い、地域医療提供体制
の整備を図る。

患者の同意に基づいて公開し
た診療情報を病院やクリニッ
ク等に提供することにより、
国の方針である、住み慣れた
地域で自分らしい暮らしを続
けることができる「地域包括
ケアシステム」の構築やス
ムーズな転院、在宅医療の推
進を図る。また、緊密な連携
により、重複検査や処方の削
減により、患者の医療費及び
精神的な負担軽減を図る。ま
た、平成28年4月の診療報酬
改定で新設された、検査・画
像情報提供加算を算定し、収
益の向上を図る。

検討会を設け、ICT技術の導
入により期待される効果、課
題等について検討した。
また、救急WS検証委員会の
場で取り上げ、亀山市立医療
センターと導入に向けた課題
等を検討した。

検討会でICT技術導入に向け
た各種調査を行い、今後の課
題（費用負担、プライバシー
保護等）を明確にできた。

医療機関収容所要時間を短縮
するため、スマートフォンを
用いた医療機関への画像伝送
システム構築を目指し、ス
マートフォン導入にかかる予
算計上を行うとともに、効率
的な運用方法を検討してい
く。

平成30年4月の運用に向け
て、指定代理納付者との契
約、公金収納サイトの構築、
水道料金システムの改修を行
い、導入作業が完了した。

平成30年4月分から水道使用
者が、パソコン等を使用し
て、24時間いつでも水道料
金の納付手続ができる仕組み
を構築することができたこと
によって、水道使用者の利便
性を図ることができた。
今後は、クレジット収納を導
入したことを、収納率の向上
に繋げて行く。

今後も継続して、システムを
保守運用することにより、安
定稼働を図る。
クレジット収納の申込者数
や、納付方法の変更者数、動
向を把握し、クレジット収納
の周知の方法等を検討してい
く。

在宅医療介護連携推進ワーキ
ング等を開催し、使用方法、
運用方法の検討を行った。ま
た、医療機関等へのシステム
の周知として、亀山医師会や
薬剤師会等の各団体にシステ
ム説明会を開催し、周知を
行った。

亀山市内の三重県医療安心
ネットワークの加入状況及び
医療センター受診患者の紹介
率について、いずれも計画値
を達成し、十分な成果を得
た。

システムを有効活用すため、
システム説明会や成功事例の
発表を行い、システムの必要
性、利便性を理解してもら
い、システムの普及啓発を行
う。



②　安全で活気あふれる地域を創る仕組みの構築

29 30 31 32 33 取組実績 成果と課題 部 課 グループ

△ ○ ◎ → → 総合政策
部

総務課 情報統計
G

検討ワー
キング
（アイデ
アソン）
の開催

関係機関
との調整
一部試行
運用

運用 継続 継続 総合政策部 総務課 情報統計G

◎ → → → → 生活文化
部

環境課 廃棄物対
策G

システム
導入

公開 公開 公開 公開 生活文化部 環境課
廃棄物対策
G

◎ → → → → 産業建設
部

産業振興
課

農業G

実施 継続 継続 継続 継続 産業建設部 産業振興課 農業G

→ → → → → 産業建設
部

用地管理
課

管理G

継続 継続 継続 継続 継続 産業建設部 用地管理課 管理G

実施年度
No. 施策の方向性 事業名 目的 概要

②
(1)-1

行政情報オー
プンデータ化
の推進

行政情報オー
プンデータ推
進事業

市民や地域、事業者が、新た
な事業創造や課題解決ができ
るよう、活用可能な行政情報
のオープンデータ化を推進す
る。

担当
今後の方向性

平成29年度

データ作成要領や利用規約の
作成を行い、既にホームペー
ジで公開されているデータか
ら機械判読可能かつ二次利用
可能なデータとして順次公開
していく。

オープンデータのデータ作成
に係る要領やデータ利用に関
する規約を作成する必要があ
る。

総務省地域情報化アドバイ
ザー制度を活用し、市職員を
対象としたオープンデータ
ワーキング（アイデアソン）
を実施した。また、当該アド
バイザーを亀山市ICT利活用
アドバイザリ委員に委嘱し、
今後の方向性の検討を行っ
た。

行政情報オー
プンデータ化
の推進

農地情報公開
システム
【フェーズ１
システム(全
国農地ナ
ビ)、フェー
ズ2システ
ム】

農地台帳の項目のうち公表項
目をインターネットの利用に
より一般に公開する。
これにより、担い手への農地
の利用集積を推進するととも
に、新規就農希望者、参入希
望法人などに必要となる農地
情報を提供し、農地の利用促
進・保全や耕作放棄地の解消
と発生防止を図る。

全国各市町村の農業委員会が
整備している農地台帳に基づ
く農地情報を電子化・地図化
して公開する。全国一元的な
クラウドシステムとして、一
般社団法人全国農業会議所が
整備し、クラウドシステムに
移行することで、利便性の向
上、運用管理コストの低減、
情報消失等への防災対策の確
立を図る。
なお、インターネット公表部
分【全国農地ナビ（農地情報
公開システム・フェーズ
１）】を先行開発し平成２７
年４月より農地情報（地図
等）の公開を開始している。

②
(1)-2

行政情報オー
プンデータ化
の推進

ごみ分別ハン
ドブック公開
事業【再掲】

本市が保有するデータを、市
民や地域、事業者などが利活
用しやすいように機械判読に
適した形で二次利用可能な
ルールの下、インターネット
で公開する。

市民がごみの分別を迷わない
うえ収集日の確認や出し忘れ
が防止できること、ペーパレ
ス化が推進できることを目的
に、ウェブ上で50音順や
キーワード検索が可能なごみ
分別辞典を作成し公開する。

ウェブ上で50音順やキー
ワード検索が可能な「ごみ分
別ハンドブック」を作成し公
開する。

②
(1)-3

②
(1)-4

行政情報オー
プンデータ化
の推進

道路台帳整備
事業【再掲】

道路台帳をデジタル化し、市
のホームページで道路台帳の
情報を提供することにより、
市民の利便性の向上を図る。

デジタル化された道路台帳に
ついて、定期的に更新を実施
し、更新情報をホームページ
に反映させることにより、情
報の迅速な提供を行う。

継続してデジタル化された道
路台帳を定期的に更新しホー
ムページに反映させることに
より、情報の迅速な提供を行
いたい。

情報の迅速な提供を行うこと
ができ、市民の利便性の向上
を図ることができた。

道路台帳をデジタル化し、市
のホームページで道路台帳の
情報を提供した。

今後も引き続き一般社団法人
全国農業会議所と協議し、移
行作業を進める。

全国一元的なクラウドシステ
ムとして、一般社団法人全国
農業会議所が整備するクラウ
ドシステムへ移行する準備が
進んだ。

全国一元的なクラウドシステ
ムとして、一般社団法人全国
農業会議所が整備するクラウ
ドシステムへの一部移行作業
を行った。

確認作業を終えたごみはウェ
ブ上での公開に向けた作業を
進める。精査が必要なもの
は、その作業が終わり次第順
次追加していく。

精査が必要なものが一部ある
が、ごみ一覧表の作成はほぼ
終えることができた。また、
ウェブサイトの構築も終える
ことができた。

ごみ分別ハンドブックは約
600種掲載しているところ、
ごみ分別辞典では約2,000種
掲載すべく一覧表を作成し
た。ただし、大幅に増やした
ことから分別確認作業に時間
を要し、精査が必要なものが
一部残されたことから、H29
年度中のウェブ上での公開は
見送った。

 スケジュール項目 

  △ ： 調査、検討 
  ○ ： 一部実施、推進 
  ◎ ： 実施、完了 
  → ： 継続 



29 30 31 32 33 取組実績 成果と課題 部 課 グループ

実施年度
No. 施策の方向性 事業名 目的 概要

担当
今後の方向性

平成29年度

→ → → → → 産業建設
部

都市整備
課

都市計画
G

継続 継続 継続 継続 継続 産業建設部 都市整備課 都市計画G

◎ → → → → 産業建設
部

都市整備
課

都市計画
G

実施 継続 継続 継続 継続 産業建設部 都市整備課 都市計画G

→ → → → → 議会事務
局

議事調査
課

議事調査
G

継続 継続 継続 継続 継続 議会事務局 議事調査課 議事調査G

△ ○ ◎ → → 生活文化
部

まちづく
り協議課

地域まち
づくりG

関係室の
協議、検
討

ホーム
ページの
立ち上げ
促進、情
報交流の
仕組みを
一部地域
より導
入、推進

全地区で
のホーム
ページ立
ち上げ、
情報交流
の仕組み
の導入、
運用

継続 継続
生活文化部
・
総合政策部

まちづくり
協議課
・
総務課

地域まちづ
くりG
・
情報統計G

→ → △ ◎ → 総合政策
部

政策課 広報秘書
G

継続 継続

市ホーム
ページの
更新に合
わせたシ
ティプロ
専用サイ
トのあり
方検討

新ホーム
ページの
運用

継続 総合政策部 政策課 広報秘書G

②
(1)-6

行政情報オー
プンデータ化
の推進

議会映像等イ
ンターネット
配信事業【再
掲】

市議会の本会議・常任委員会
の議会映像及び議会報告番組
「こんにちは！市議会です」
をインターネットにより配信
することで、市民の利便性の
向上を図り、積極的な情報公
開に努め、議会に対する関心
を高めてもらうことを目的と
する。

市議会の本会議と定例会中の
常任委員会の議会映像をイン
ターネットでライブ・録画配
信（パソコン、スマートフォ
ン・タブレット端末対応）す
る。また、議会報告番組「こ
んにちは！市議会です」をイ
ンターネットで録画配信（パ
ソコン、スマートフォン・タ
ブレット端末対応）する。

行政情報オー
プンデータ化
の推進

公開型GIS機
能拡充事業
【再掲】

都市計画参考図を市のホーム
ページで印刷可能とすること
により、市民の利便性の向上
を図る。

公開型GISの印刷機能に都市
計画参考図を提供するにあた
り必要な機能を拡充する。

②
(1)-7

②
(1)-5

行政情報オー
プンデータ化
の推進

都市計画関連
情報整備事業
【再掲】

都市計画情報を市のホーム
ページで提供することによ
り、市民の利便性の向上を図
る。

都市計画情報について、定期
的に更新を実施し、更新情報
をホームページに反映させる
ことにより、情報の迅速な提
供を行う。

②
(2)-1

シティプロ
モーション戦
略の推進

シティプロ
モーション推
進事業

本市が「訪れるまち（交流人
口の増加）」「住むまち（定
住・移住人口の増加）」とし
て市内外の人から選ばれるよ
う、市民等のまちに対する愛
着や誇りの醸成を基礎とし
て、本市の魅力を創造し、磨
き上げ、まちのイメージを向
上させる。

シティプロモーション専用サ
イトの各種コンテンツの更
新・充実を図るとともに、
SNSや広告への掲載を通じ
て、市内外に対し積極的な情
報発信を行う。

市民・地域・
行政が相互に
情報交流でき
る仕組みの構
築

市民・地域・
行政間相互情
報交流推進事
業

地域と市が連携して課題解決
に取り組むため、地域まちづ
くり協議会と市の間、さらに
は各地域まちづくり協議会の
間で、インターネットを通じ
て相互に情報交流ができる仕
組みを構築する。

地域まちづくり協議会のホー
ムページによる情報発信を促
進するとともに、市と地域ま
ちづくり協議会がメールでや
り取りをしている依頼文書、
提出文書、回覧文書、資料等
について、情報交換の新たな
仕組みを構築することで、よ
り確実な情報交流を実現す
る。

②
(3)-1

今後も継続して、本会議・常
任委員会の映像及び議会報告
番組のインターネット配信を
行い、「議会の見える化」を
推進する。

議会中継や議会情報番組をイ
ンターネット配信することに
より、映像をリアルタイム
に、また、いつでもどこでも
見ることができ、市民の利便
性の向上と議会活動の積極的
な情報発信に努めることがで
きた。

【アクセス件数】
・議会映像（ライブ）　　　8,792件
・議員別配信（録画）　　 41,408件
・議会報告番組（録画）　   3,835件

市議会の本会議と定例会中の
常任委員会の映像を、イン
ターネットによりライブ及び
録画で配信を行った。（パソ
コン・スマートフォン・タブ
レット端末対応）
また、議会報告番組「こんに
ちは！市議会です」を、イン
ターネットにより録画で配信
を行った（パソコン・スマー
トフォン・タブレット端末対
応）

利用者、特に子育て世代に届
けたいイベント・ニュース情
報を的確に更新していく。ま
た、市民にフォーカスしたフ
リップサポーターやライフス
タイルインタビュー、動画を
追加し、市内外へまちの魅力
を発信していく。

定期的にサイトを更新する手
法として、部署内ミーティン
グを月2回行い、タイムリー
な情報発信を行った。
サイトアクセス数を増やすた
めにも、新しい魅力の発信や
新規記事の追加を継続して行
うことが必要である。

イベント情報（582件/
年）、ニュース情報（86件/
年）を更新した。ライフスタ
イルインタビュー（1名）、
フリップサポーター（12
名）の記事・写真を追加し
た。新規動画（2本：加太の
亀山ぐらし、創業支援）を追
加した。（専用サイト年間ア
クセス数：36,646回）

引き続き、総務省の地域情報
化アドバイザー派遣制度を活
用した勉強会を開催し、平成
３１年度までに全２２地区の
地域まちづくり協議会でホー
ムページが開設されるよう支
援するとともに、各地域まち
づくり協議会の間で、イン
ターネットを活用した情報交
流等、連携・協力ができる仕
組みを構築する。

勉強会開催後、新たに２地区
の地域まちづくり協議会が
ホームページを開設した。
（全２２地区の内１５地区が
開設済）引き続き、ホーム
ページ運用の意義や活用法に
ついて周知していくととも
に、未開設の地域まちづくり
協議会へは個別の支援も行っ
ていく。

総務省の地域情報化アドバイ
ザー派遣制度を活用して、地
域まちづくり協議会のホーム
ページ担当者を対象に勉強会
を開催し、ホームページの作
り方やホームページを活用し
た情報発信のテクニックを教
わった。また、各地域まちづ
くり協議会の間でのインター
ネットを通じた情報の交換や
共有の仕組みを構築する必要
性について学んだ。

都市計画参考図に変更等が生
じた場合、公開型GISの修正
を行い利便性の向上を図る。

公開型GISに都市計画参考図
を公開し、市民の利便性の向
上を図ることができた。

都市計画参考図を公開型GIS
で公開し、情報提供を行っ
た。

都市計画情報に変更等が生じ
た場合、随時市ホームページ
情報提供を行い利便性の向上
を図る。

定期的に更新を行うととも
に、迅速な情報提供を行う事
ができた。

都市計画情報を市ホームペー
ジで公開し、情報提供を行っ
た。



29 30 31 32 33 取組実績 成果と課題 部 課 グループ

実施年度
No. 施策の方向性 事業名 目的 概要

担当
今後の方向性

平成29年度

→ △ ◎ → → 総合政策
部

政策課 広報秘書
G

継続

文字情報
システム
検討・
更新準備
（債務負
担）

文字情報
新システ
ム稼働

継続 継続 総合政策部 政策課 広報秘書G

→ △ ◎ → → 総合政策
部

政策課 広報秘書
G

継続
システム
更新検討

契約・移
行作業
（次期
ホーム
ページ）

継続 継続 総合政策部 政策課 広報秘書G

→ △ ○ → ◎ 生活文化
部

文化ス
ポーツ課

歴史博物
館

継続

亀山市歴
史博物館
専門委員
会で方向
性を検討

個人所蔵
者、執筆
者への新
しいセ
キュリ
ティに対
する了承
をとる

継続
設計

業務委託
による
ページの
再編集と
配信

生活文化部
文化スポー
ツ課

歴史博物館

→ → → → → 総合政策
部

総務課 情報統計
G

継続 継続 継続 継続 継続 総合政策部 総務課 情報統計G

△ △ ○ ○ ◎ 防災安全
課

防災安全
G

検討（方
向性の決
定）

検討（具
体的な整
備内容の
決定）

設計（基
本設計・
実施設
計）

システム
整備

システム
整備完
了、運用

防災安全課 防災安全G

緊急情報、防犯情報、イベン
ト情報など94件のメール配
信を行った。なお、平成29
年度末の登録者数は、4,387
人である。
また、市内の小・中学校、幼
稚園、保育園等が利活用して
いる学校等連絡メールの登録
者数は8,365名であり、年間
854件の連絡メールを配信し
た。

安心めーると学校等連絡メー
ルの合計登録者数は増加傾向
であり、市や学校等からの情
報発信ツールとして機能して
いる。

引き続き、メール配信システ
ム事業を継続する。

②
(3)-4

総合的な防災
情報伝達シス
テムの構築

メール配信シ
ステム事業
【再掲】

安心で、安全なまちづくりに
向け、防災、防犯、災害及び
市からのイベント開催等のお
知らせをメール配信する。

あらかじめメールアドレスを
登録した市民の方にメール配
信する。また、非常時におけ
る職員の参集メールや、幼稚
園、保育園、小・中学校にお
いて登録者を限定したメール
配信を行う。  （安心めー
る、幼・保・学校メール 、職
員参集メール）

シティプロ
モーション戦
略の推進

亀山市史
（ウェブ版）
の普及拡大事
業【再掲】

亀山市史のセキュリティの考
え方やシステムが影響し、強
いセキュリティを設定してい
る外部機関では亀山市史を利
用できない。亀山市史のセ
キュリティの考え方やシステ
ムを見直し、同時に利用しや
すいウェブページへと再編
し、さらなる利活用の普及拡
大を図る。

平成33年に、亀山市史は
ウェブ配信されて10年にな
る。インターネット環境が進
む中、内部では庁内のパソコ
ンで亀山市史が利用できず、
外部でも、一般や、他自治
体、教育委員会、大学、研究
機関なども利用できないとこ
ろがある。亀山市史編さん推
進委員会で設定されたセキュ
リティの考え方やシステムそ
のものを見直し、現在レベル
で利用できるようにする。

②
(4)-1

②
(4)-2

総合的な防災
情報伝達シス
テムの構築

防災情報伝達
システム構築
事業

南海トラフ地震や巨大化する
台風、集中豪雨が懸念される
中、行政として迅速かつ的確
な災害情報の収集及び伝達を
行うことで、市民の安心・安
全の基盤をつくり、災害に強
いまちづくりを推進する。

迅速かつ的確な災害情報の収
集及び伝達を図るため、総合
的な防災情報伝達システムを
構築する。

②
(3)-3

シティプロ
モーション戦
略の推進

ホームページ
情報発信事業
【再掲】

市の施策や魅力をどこでも必
要な時に取得できるよう、
CMSを活用したホームページ
により、市内外に情報発信す
る。また、フェイスブックな
どのツールを利用し、より身
近で取得しやすい環境を整え
るとともに、ICTを活用した
コミュニケーション機能の充
実を図る。

平成26年度導入のCMSを活
用したホームページにより、
タイムリ－かつ安定的な市政
情報の発信を行うとともに、
ウェブアクセシビリティ向上
のため、継続的に職員研修を
実施する。また、現行システ
ムの賃貸借契約が平成31年
度で満了することから、シ
ティプロモーション専用サイ
トとの統合やサーバのクラウ
ド化に向けた検討を行い、次
期ホームページの契約及び移
行作業を進める。

②
(3)-2

シティプロ
モーション戦
略の推進

行政情報提供
事業【再掲】

ケーブルテレビという動画の
特性を生かして、市の各種施
策・制度やイベントなど、地
域に密着した情報を提供する
ことにより、市民のまちへの
愛着を高める。また、本市の
魅力を動画で市内外へ発信
し、本市の知名度とまちのイ
メージ向上につなげる。

ケーブルテレビを活用した行
政情報番組を制作・提供す
る。

室内で、現在のセキュリティ
の状況に対する理解を共有し
た。

現在のインターネットの一般
的な状況に即していないセ
キュリティ体制が、市史編さ
ん時の委員会により要求され
たものであり、単純にセキュ
リティを外すことはできない
ものであることが確認され
た。

今後、市史の編集についてを
歴史博物館専門委員会に諮
り、執筆者等にセキュリティ
の解除、全体的なページの再
編への承諾を目指す。

様々な情報伝達システムにつ
いて、検討、研究を行った。

検討、研究は行ったが、決定
に至るまでの方向性も見出せ
なかった。

多種多様なシステムの情報収
集を行っているが、どのシス
テムも日進月歩の技術進化を
遂げており、費用対効果も含
め、どのシステムが一番適し
ているかを検討する。

行政情報番組「マイタウンか
めやま」を計画通り年間53
本制作し、放送した。
文字情報システムにより行
事・募集の案内（フル画面）
を行うとともに、災害や選挙
情報を字幕、Ｌ字で放送し
た。（フル画面：196回、字
幕：13回、Ｌ字：4回）

市民アナウンサーや高校生ア
ナウンサー（9回）、中学生
アナウンサー（3回）に番組
出演していただくことで、親
しみのある番組づくりを行う
ことができた。
文字情報システムについて、
平成31年度以降の方向性を
検討する必要がある。

市民アナウンサーや中高生ア
ナウンサーの活用により、市
民に身近な番組づくりを行
う。また、まちづくり協議会
単位のイベントなど、親しみ
を感じてもらえる取材先を選
定する。
文字情報システムで放送して
いる情報（災害、選挙等）の
関係部署と協議を行う。

ホームページアクセス数は
689,387回（前年度比1.09
倍）、ホームページ更新回数
は1,240回（前年度比1.06
倍）、フェイスブック掲載回
数は187回（前年度比1.17
倍）で、タイムリーな情報発
信ができた。
また、7月に「ホームペー
ジ、シティプロモーションお
よび広報研修」を開催（55
人参加）し、アクセシビリ
ティに関する意識向上を図っ
た。

アクセシビリティについて
は、ホームページの構造上、
改善が困難な部分（アンケー
ト機能）が一部あるものの、
対応不十分なページが散見さ
れ、改善の促進が必要であ
る。

タイムリーで安定的な市政情
報の発信に向け、研修を継続
実施し、ホームページ更新回
数及びアクセシビリティの向
上に努める。
また、平成31年度次期ホー
ムページの運用に向け、シス
テム更新を検討する。



29 30 31 32 33 取組実績 成果と課題 部 課 グループ

実施年度
No. 施策の方向性 事業名 目的 概要

担当
今後の方向性

平成29年度

△ ◎ → → → 生活文化
部

まちづく
り協議課

市民協働
G

手法の検
討、関係
室との協
議、内容
の作成

運用 継続 継続 継続 生活文化部
まちづくり
協議課

市民協働G

△ ○ ◎ → → 防災安全
課

防災安全
G

三重県シ
ステムの
利用を検
討

提供シス
テムの決
定（三重
県システ
ムの利用
を決定し
た場合
は、移行
期間とす
る）

運用 継続 継続 防災安全課 防災安全G

②
(4)-3

総合的な防災
情報伝達シス
テムの構築

土砂災害情報
相互通報シス
テム提供事業

行政として迅速かつ的確な災
害情報の収集及び伝達を図る
ため、総合的な情報伝達シス
テムを構築する。

土砂災害に対する警戒・避難
活動の支援のため、三重県の
土砂災害関連情報提供サーバ
から、インターネット経由に
て配信される雨量情報・警戒
情報等のデータを受信し、広
く市民へ情報提供を行う。

②
(4)-4

総合的な防災
情報伝達シス
テムの構築

多言語情報
メール配信事
業【再掲】

日本語での情報が伝達されな
い外国人に対し、生活の安全
安心を確保するための基本で
ある災害情報や緊急情報を提
供する。

現在、英語及びポルトガル
語、やさしい日本語で月に１
度、外国語版広報を携帯電話
へ情報発信している。このし
くみを活用し、災害情報、防
犯情報、イベント情報などを
発信していく。

総合的な防災情報伝達システ
ムを構築する中で運用を図っ
ていく方向で検討した。

総合的な防災情報伝達システ
ムの中で運用していく方向性
を見出した。

総合的な防災情報システムの
方向性を見守る。

英語及びポルトガル語で月に
1度、外国語版広報を携帯電
話へ情報発信した。

外国語版広報の情報発信はで
きたが、災害情報、防犯情報
はできていない。通訳（英語
及びポルトガル語）は、非常
勤職員であるため緊急時に出
勤する体制になっていない。
また、防犯情報を発信する際
の翻訳依頼がない。

通訳（英語及びポルトガル
語）は非常勤職員であるた
め、緊急時の災害情報の情報
発信や防犯情報をどこの部署
が担当していくのか検討する
必要がある。



③　スリムで持続可能な行政運営への変革

29 30 31 32 33 取組実績 成果と課題 部 課 グループ

→ → → → →

委員会へ
の参画

委員会へ
の参画

委員会へ
の参画

委員会へ
の参画

委員会へ
の参画

総合政策部 総務課 情報統計G

→ → → → →

協議会へ
の参画

協議会へ
の参画

協議会へ
の参画

協議会へ
の参画

協議会へ
の参画

総合政策部 総務課 情報統計G

◎ → → → →

設置 継続 継続 継続 継続 総合政策部 総務課 情報統計G

◎ → ◎ → ◎

要綱制定
委員委嘱

継続 委員改編 継続 委員改編 総合政策部 総務課 情報統計G

→ △ ◎ → →

継続
次期シス
テム検討

システム
更新

継続 継続 総合政策部 総務課 情報統計G

実施年度

③
(1)-1

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

共有デジタル
地図共同整備
運営検討委員
会への参画

法定地図やGISなど多様な業
務で利用されている地図整備
について、「整備費用の縮
減」「市町と県との情報共
有」「住民サービスの向上」
「定期的な地図更新」等を推
進する。

県内市町と県によるデジタル
地図（共有デジタル地図）の
共同整備、運用にかかる事業
を実施するため、共同整備運
用検討委員会へ参画する。

No. 施策の方向性 事業名 目的 概要
担当

今後の方向性
平成29年度

共有デジタル地図整備事業に
係る動向を注視していく。

第3期共有デジタル地図整備
事業の進捗を確認した。

共有デジタル地図整備運営検
討委員会及びその下部組織で
ある技術部会に参加した。

③
(1)-3

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

ICTリーダー
の設置

ICT利活用計画推進にあた
り、各所属の技術的援助を行
う。

各所属に一人、所属長から推
薦を受けたICTリーダーを置
き、所属のパソコンの管理・
設定を行うとともに、所属職
員に対する情報セキュリティ
の徹底を行う。

③
(1)-2

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

三重県電子自
治体推進連絡
協議会への参
画

財政状況の厳しい中、住民
サービスの向上や業務の効率
化を進めていくため、県と県
内各市町とで情報システム等
の共同化に向けた取り組みを
推進する。

ICTを利活用し、自治体間で
共通利用できる情報システム
を開発・運用するため、推進
連絡協議会へ参画する。

③
(1)-5

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

CADシステ
ム事業

CADシステムを活用すること
により、設計・製図業務の効
率化や正確さの向上を図る。

CADシステムのソフトウェア
及びサーバー等機器類の保守
を行う。

③
(1)-4

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

ICT利活用ア
ドバイザリ委
員会の設置

ICTの利活用により、市民、
団体、地域、事業者など市に
関わる全ての主体とともに、
連携・協働によるまちづくり
を進めるため、ICT利活用ア
ドバイザリ委員会を設置す
る。

市のICT利活用施策等に対し
て、市民、企業及び有識者の
視点から客観性をもった助言
を得る。

三重県及び県内市町共通の情
報関連施策の情報収集に努め
る。

三重県及び県内市町の共通の
セキュリティ強化対策におけ
る、最新の状況を把握した。

三重県電子自治体推進連絡協
議会に参加し、三重県が構築
した「三重県情報セキュリ
ティクラウド」の運用につい
て、県から報告を受けた。

組織機構再編に伴い、CT
リーダーをグループ単位で設
置する。

人事移動等に伴う、各所属パ
ソコンやプリンターの設定を
効率的に行った。ただし、平
成30年度の組織・機構再編
に伴うICTリーダーの再設置
が必要である。

各所属にICTリーダーを設置
した。

ICT利活用アドバイザリ委員
の意見・助言を得ながらICT
利活用施策を推進していく。

ICT利活用計画実施計画策定
やオープンデータの取組みに
ついてのアドバイスを得るこ
とができた。

ICT利活用アドバイザリ委員
を委嘱した。

引き続き、CADシステムの保
守等を順調に実施し、安定稼
働に努め、設計・製図業務の
効率化や正確さの向上を図
る。また、システムの更新を
検討する。

CADシステムの安定稼働させ
ることができ、設計・製図業
務の効率化や正確さを維持す
ることができた。

CADシステムの保守等を順調
に実施した。

 スケジュール項目 

  △ ： 調査、検討 
  ○ ： 一部実施、推進 
  ◎ ： 実施、完了 
  → ： 継続 



29 30 31 32 33 取組実績 成果と課題 部 課 グループ

実施年度
No. 施策の方向性 事業名 目的 概要

担当
今後の方向性

平成29年度

→ → → → →

継続 継続 継続 継続 継続 総合政策部 総務課 情報統計G

→ → → → →

継続 継続 継続 継続 継続 総合政策部 総務課 情報統計G

◎ ◎ → → →

統合型内
部情報シ
ステム及
びネット
ワーク更
新

人事給与
システム
更新、プ
リンタ制
御システ
ム更新、
一人一台
パソコン
更新

継続 継続 継続 総合政策部 総務課 情報統計G

◎ → △ ◎ →

総合住民
情報シス
テム更新

継続

次期総合
保健福祉
システム
検討

次期総合
保健福祉
システム
更新

継続 総合政策部 総務課 情報統計G

◎ → → ◎ → 総合政策
部

税務課 資産税G

都市計画
区域

準路線価
評価導入

継続 継続

都市計画
区域外

準路線価
評価導入

継続 総合政策部 税務課 資産税G

◎ → → → → 生活文化
部

市民課 国民健康
保険G

関係機関
との調
整、シス
テム改
修、連携
テスト

継続 継続 継続 継続 生活文化部 市民課
国民健康保
険G

③
(1)-7

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

例規集等管理
システム事業

例規執務業務を総合的にサ
ポートし、業務の効率化を図
る。

条例等の改正にともなうデー
タ修正などを行うとともに、
システムの維持管理を行う。

③
(1)-6

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

工事積算シス
テム事業

工事積算システムを活用する
ことにより、積算業務の効率
化、積算ミスの防止を図る。

公共事業の積算を行うための
システムで、三重県、県内市
町及び団体で共同利用を行
う。

③
(1)-9

【再掲有】

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

行政情報シス
テム事業（住
民情報系）

住民情報系システムは、税・
住民記録・国保等を取り扱う
総合住民情報システムと福祉
関係を取り扱う総合保健福祉
システムから成り立ってお
り、これらのシステムを安定
稼働させることにより、住民
サービスの維持及び充実を図
る。

総合住民情報システム及び総
合保健福祉システムを更新
し、その後の機器及びシステ
ムの維持管理を行う。

③
(1)-8

【再掲有】

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

行政情報シス
テム事業（内
部情報系）

市職員が庁内事務等に使用す
るシステムや機器類の維持管
理に努め、安定稼働させるこ
とにより、行政事務の効率
化・迅速化を図る。
（統合型内部情報システム、
GIS、人事給与システム、プ
リンター制御システム、内部
情報ネットワーク、行政施設
ネットワーク、一人一台パソ
コン）

統合型内部情報システム、内
部情報ネットワーク、その他
契約期限が到来するシステム
群の更新を行う。なお、シス
テムの更新にあたっては、ク
ラウドコンピューティングに
よる運用を優先的に実施し、
堅牢なデーターセンターでの
管理やネットワークの二重化
による情報セキュリティと業
務継続が可能な仕組みを確保
する。また、その後の機器及
びシステムの維持管理を行
う。

③
(1)-11

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

国民健康保険
広域化事業

平成30年度から都道府県が
財政運営の責任主体となり、
安定的な財政運営や効率的な
事業の確保等の国保運営に中
心的な役割を担う、広域化
（都道府県化）に対応する。

県、国民健康保険団体連合会
が運用する国保事業費納付金
等算定標準システム及び国保
情報集約システムと連携し、
国保広域化に伴う制度改正に
対応した資格管理、給付管
理、賦課徴収等を適正に行う
ため、総合住民情報システム
の改修を行う。

③
(1)-10

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

地価調査・地
番図整備事業

固定資産（土地）の現状及び
資産価額の変動を的確に把握
することにより、適正な土地
の評価を行い、公平・公正な
賦課に努める。

地価調査・地番図整備の成果
をシステムに反映させること
で、適正な時価による公平・
公正な賦課を行う。
事業は3年単位で行い、継続
して実施する。

引き続き、システムの維持管
理に努め、例規に関する業務
の効率化を図る。

例規の制定・改廃に伴う更新
データのシステム反映等によ
り、業務の効率化を維持する
ことができた。

例規集システム管理業務委託
契約を締結し、システムの維
持管理に努めた。

内部情報系システムのひとつ
である、人事給与システムの
更新を円滑に実施するため、
現行システムの諸課題を整理
した上で、それらを反映した
人事給与システムの更新事務
を進める。

統合型内部情報システムのク
ラウドコンピューティングに
よる運用を実施したことによ
り、堅牢なデータセンターで
の管理やネットワークの二重
化による情報セキュリティと
業務継続が可能な仕組みを確
保した。また、システムを安
定稼働させることができ、行
政事務の効率化、迅速化を図
ることができた。

統合型内部情報システム及び
内部情報ネットワークを更新
した。なお、統合型内部情報
システムについては、クラウ
ドコンピューティングによる
運用を実施した。また、シス
テム保守等の順調な実施によ
り、安定稼働させることがで
きた。

今後予定される制度改正等へ
の適切に対応するため、制度
改正等に関する動向に注視
し、委託業者との調整を円滑
に行う。

住民情報系システムを安定稼
働させることにより、住民
サービスの維持及び充実を図
ることができた。

総合住民情報システムについ
て、平成28年度末にクラウ
ド化を伴う更新を行った。ま
た、保守等を順調に実施で
き、大きなシステム障害もな
く安定稼働させることができ
た。

県、国民健康保険団体連合会
が運用する国保事業費納付金
等算定標準システム及び国保
情報集約システムとの連携、
並びに国保広域化に伴う制度
改正に対応した総合住民情報
システムの改修を行った。

総合住民情報システムの改修
を実施し、国民健康保険団体
連合会と情報連携をすること
により、国保広域化に伴う制
度改正に対応した資格管理、
給付管理、賦課徴収等を適正
に行うことができる。

今後も国民健康保険の制度改
正等を注視し、必要に応じて
システム改修を実施し、適正
な対応を行う。

平成30年度評価替えに向
け、都市計画区域内のその他
宅地評価法地区において、準
路線価導入に向けた路線附設
と路線価格の設定を行った。

準路線価を実際に導入するこ
とで、より適正な評価を行う
ことができた。

平成３３年度評価替えでは、
都市計画区域外のその他宅地
評価法地区においても準路線
価を導入する予定であるた
め、導入に向けた作業を継続
して進めていく。

引き続き、積算システムを活
用し、積算業務の効率化、積
算ミスの防止を図る。

積算システムの活用により、
積算業務の効率化、積算ミス
の防止を維持することができ
た。

三重県と締結している「三重
県自治体共同積算システム」
に係る協定に基づき、運用を
継続した。



29 30 31 32 33 取組実績 成果と課題 部 課 グループ

実施年度
No. 施策の方向性 事業名 目的 概要

担当
今後の方向性

平成29年度

△ ◎ → → → 生活文化
部

市民課 医療年金
G

関係機関
と調整、
調査検討

実施 継続 継続 継続 生活文化部 市民課 医療年金G

→ → ◎ → → 生活文化
部

市民課 戸籍住民
G

運用 再リース 更改 継続 継続 生活文化部 市民課 戸籍住民G

→ → → ◎ → 生活文化
部

市民課 戸籍住民
G

運用 継続 継続 契約更新 継続 生活文化部 市民課 戸籍住民G

→ → → → → 生活文化
部

市民課 戸籍住民
G

契約更新 契約更新 契約更新 契約更新 契約更新 生活文化部 市民課 戸籍住民G

△ ◎ → → → 健康福祉
部

？？？ ？？？

継続、次
期システ
ムの検討

システム
更新

継続 継続 継続 健康福祉部 長寿健康課
高齢者支援
G

△ ◎ → → → 生活文化
部

環境課 環境創造
G

システム
更新検討

システム
更新
運用開始

継続 継続 継続 生活文化部 環境課 環境創造G

③
(1)-16

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

地域包括支援
センターシス
テム事業

相談情報、介護予防ケアプラ
ン、給付管理票などの一元管
理化及び事業報告事務の簡便
化による業務の効率化を図
る。

地域包括支援センターシステ
ムにより、次の業務をシステ
ム化する。
①基本管理業務（個別台帳管
理、個別台帳統合閲覧）
②総合相談業務
③予防給付マネジメント業務
④虐待ケース管理業務
⑤介護予防事業業務
⑥介護報酬請求事務業務

③
(1)-12

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

福祉医療費助
成事業

事業を持続的に運営するた
め、福祉医療費助成制度の見
直しを検討する。また、子育
て支援の充実を図るため、未
就学児を対象に福祉医療費助
成の窓口無料化実施を検討す
る。

福祉医療費助成システムにつ
いて、制度の見直し、未就学
児の窓口無料化に対応したシ
ステム改修を行う。

③
(1)-15

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

戸籍副本デー
タ管理事業

市の戸籍副本データを、法務
省が管理する戸籍副本データ
管理センターに日次送信し、
災害時の戸籍消失を防止す
る。

戸籍副本データを送信するた
めの副本データ管理システム
の保守委託を行う。

③
(1)-14

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

戸籍システム
管理事業

住民の利便性の向上と国及び
地方公共団体の行政の合理化
に資するため、戸籍システム
を安定稼働させる。

戸籍事務を適正かつ確実に取
り扱うため、戸籍システムの
機器賃借及び機器・システム
の保守委託を行う。

③
(1)-17

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

予防衛生事業
（畜犬管理シ
ステム）

狂犬病予防法に基づく畜犬登
録及び予防注射の啓発及び実
施管理を行うことで、狂犬病
の発生を予防し、これを撲滅
することにより公衆衛生の向
上及び公共の福祉の増進を図
る。また、迷子犬の早期発見
に貢献する。

狂犬病予防法に基づく畜犬登
録及び予防注射の実施管理を
システムで行うことで、注射
の啓発や注射していない犬の
把握、迷子犬の捜索に活用す
る。

③
(1)-13

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

住民基本台帳
ネットワーク
システム運用
管理事業

住民の利便性の向上と国及び
地方公共団体の行政の合理化
に資するため、住民基本台帳
ネットワークシステムを安定
稼働させる。

国の機器更改指針に基づき、
住民基本台帳ネットワークシ
ステムの標準更改期間内に機
器更改を実施し、機器賃借及
び機器・システムの保守委託
を行う。

子育て支援の充実を図るた
め、未就学児を対象に福祉医
療費助成の窓口無料化実施の
検討を行い、平成30年9月か
ら実施することを決定し、窓
口無料化に対応したシステム
改修を行うための予算措置を
行った。

未就学児を対象に窓口無料化
を実施することにより、子育
て支援のさらなる充実を図る
ことができる。

窓口無料化に対応したシステ
ム改修を行い、平成30年9月
から未就学児を対象とした窓
口無料化を実施し、子育て支
援の充実を図る。また、事業
を持続的に運営するための制
度の見直しを検討し、見直し
に対応したシステム改修を行
う。

証明発行や住民異動等の際に
住民基本台帳ネットワークシ
ステムを利用し、サービスを
安定的に供給した。

住民の利便性の向上に寄与し
た。今後も安定して稼働でき
るよう、機器・システムの保
守や機器の更改が必要であ
る。

継続的に安定稼働させていく
ために、平成３０年１２月ま
で現行のシステムを稼働し、
平成３１年１月から同年１０
月まで機器の再リースを行
い、平成３１年１１月から機
器を更改するため、機器賃借
及び機器・システムの保守委
託について検討していく。

証明発行や戸籍記載、戸籍・
住基郵送業務、犯歴管理業務
等の際に戸籍システムを利用
し、サービスを安定的に供給
した。

住民の利便性の向上に寄与し
た。今後も安定して稼働でき
るよう、機器・システムの保
守や機器の更改が必要であ
る。

継続的に安定稼働させていく
ために、平成３２年3月まで
現行のシステムを稼働し、平
成３２年４月から機器を更改
するため、機器賃借及び機
器・システムの保守委託につ
いて検討していく。

市の戸籍副本データを法務省
に継続して送信し、戸籍消失
の防止に努めた。

災害発生時に備え、戸籍消失
の防止に努めた。今後も災害
発生時に備え、機器・システ
ムの保守が必要である。

継続的に安定稼働させていく
ために、平成３０年度以降も
機器・システムの保守委託を
継続して行い、日次送信して
いく。

現在使用中の畜犬管理システ
ムの現状と課題、経緯、近隣
市町の調査をし、システム更
新に必要な予算を計上した。

システム更新に必要なソフト
面の予算は確保できたが、
ハード面の予算が確保できな
かったため、システム更新後
の運用が問題なく稼働するか
懸念される。

平成３０年度システム更新の
入札、契約、入替えを行い、
平成３１年度以降の保守料の
予算を計上する。

使用目的である地域包括支援
センター業務を移管する検討
の中で、リース年限や機器サ
ポートの年限を鑑みて、機
器、システムの更新とその取
扱いについて検討した。

平成30年度から地域包括支
援センター業務を社会福祉協
議会へ移管することに伴い、
機器及びシステムをすべて社
会福祉協議会に移管すること
とした。（契約変更済、費用
は社協が支払う。）

機器及びシステムの更新等に
ついては今後社会福祉協議会
で実施していく。



29 30 31 32 33 取組実績 成果と課題 部 課 グループ

実施年度
No. 施策の方向性 事業名 目的 概要

担当
今後の方向性

平成29年度

◎ → → → → 上下水道
部

上水道課 上水道管
理G

運用 継続 継続 継続 継続 上下水道部 上水道課
上水道管理
G

○ ◎ → → → 上下水道
部

上水道課 上水道管
理G

システム
更新

運用 継続 継続 継続 上下水道部 上水道課
上水道管理
G

◎ → → → → 上下水道
部

上水道課 上水道工
務G

実施
運用

継続 継続 継続 継続 上下水道部 上水道課
上水道工務
G

◎ → → → → 上下水道
部

下水道課 下水道管
理G

運用 継続 継続 継続 継続 上下水道部 下水道課
下水道工務
G

→ → ○ ◎ → 上下水道
部

下水道課 下水道管
理G

継続 継続
システム
更新

運用 継続 上下水道部 下水道課
下水道管理
G

企業会計経理処理方法を整理
し、システムに登録すること
で窓口業務や予算決算を円滑
に進められるよう努めた。

簿記経験の少ない者でも円滑
に日常的な経理処理が行える
ようになった。

今後も引き続き企業会計事務
が円滑に行えるように使用し
ていく。

③
(1)-18

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

水道料金シス
テム運用管理
事業

水道料金の検針、請求、収
納、督促などの業務をシステ
ム化することにより、業務効
率を改善する。

納入通知書等の作成、検針用
携帯端末の保守、口座振替
データ処理の業務を委託す
る。

③
(1)-20

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

地図情報シス
テム搭載事業

統合型GISに、給水台帳、水
道配管図を登載することによ
り、水圧計算・メーター検
針・開閉栓作業、漏水修繕等
の業務効率を改善する。

工事等により変更される水道
配管情報を毎年度更新する。
平成29年度は、紙ベースで
管理している給水台帳をス
キャンし、属性データを結合
して、統合型GISの水道配管
図に水道メーター位置を登載
する。

③
(1)-19

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

企業会計シス
テム運用管理
事業（上水
道）

平成29年度で保証期間満了
となる企業会計システムを更
新することにより、故障によ
る業務停止を回避するととも
に、バージョンアップによる
業務改善を行う。

ソフトウェア及びハードウェ
アともに平成29年度中に更
新し、平成30年度から平成
34年度まで保守運用する。
サーバ1台（公共下水道事業
と共用）、クライアント1
台。

③
(1)-22

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

企業会計シス
テム運用管理
事業（下水
道）

平成26年度に導入した公益
企業会計システムを引き続き
適正かつ円滑に使用する。

ハードシステムの障害時に対
応する保守を行う。また、会
計システムの操作方法に付随
する経理処理方法や実施内容
について、公営企業会計の経
理に精通した公認会計士によ
るサポートを受ける。

③
(1)-21

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

工事等により変更される下水
道管情報を毎年度更新する。

公共下水道・農業集落排水施
設の管理を適正に行う。

下水道台帳シ
ステム運用管
理事業

工事等を行った箇所の下水道
管情報を更新し、窓口対応や
現場確認資料として適切に使
用できるよう努めた。

適切に保守管理することで、
業務対応等でもスムーズに進
められるようになった。

適切に下水道台帳の保守管理
を行っていくため、平成31
年度以後の保守委託方法につ
いて今年度検討する。

企業会計システムのソフト
ウェア及びハードウェアを更
新した。

ソフトウェア及びハードウェ
アを更新することで、故障に
よる業務停止を回避すること
ができた。
また、バージョンアップによ
り処理速度・操作性が向上し
た。
企業会計システム内で使いこ
なせていない機能もあるた
め、使用習熟度を上げていく
必要がある。

今後も継続して、企業会計シ
ステムを保守運用することに
より、会計事務の安定稼働を
図る。
また、使用習熟度を上げるた
めに、ユーザー側の要望を業
者に伝え、サポートを受けた
内容等をマニュアルに整備す
る。

紙ベースで管理している給水
台帳のメーター位置図を統合
型GISに登載することによ
り、水道管情報の更新を行っ
た。

統合型GISに、給水台帳、水
道配管図を搭載することによ
り、地図上で視覚的に捉える
ことができ、水圧計算、メー
ター検針、開閉栓作業、漏水
修繕等の業務に活用できるよ
うになった。
また、災害時においても迅速
な対応が可能になった。

今後も継続して、工事等によ
り変更される水道配管情報
や、水道メーター位置情報を
更新することにより、事務効
率の向上を図っていく。

業務委託により、納入通知書
等の作成、検針用携帯端末の
保守、口座振替データ処理を
行った。

水道料金の検針、請求、収
納、督促などの業務をシステ
ム化することにより、料金事
務の安定稼働及び迅速化を図
ることができた。

今後も継続して、水道料金シ
ステムを保守運用することに
より、料金事務の安定稼働及
び迅速化を図る。



29 30 31 32 33 取組実績 成果と課題 部 課 グループ

実施年度
No. 施策の方向性 事業名 目的 概要

担当
今後の方向性

平成29年度

→ → → → → 会計課 出納G

継続 継続 継続 継続 継続 会計課 出納G

→ → → → → 消防本部 情報指令
課

情報指令
第1・2G

継続 継続 継続 継続 継続 消防本部 情報指令課
情報指令第
1・2G

△ △ △ △ △ 消防本部 情報指令
課

情報指令
第1・2G

調査
検討

調査
検討

調査
検討

調査
検討

調査
検討

消防本部 情報指令課
情報指令第
1・2G

○ ◎ → → → 消防本部 ①消防総
務課

①消防救
急G

①救急統
計システ
ム運用

①救急統
計システ
ム運用
②防火対
象物・危
険物施設
管理シス
テム導入

継続 継続 継続 消防本部

①消防総務
課
・
②予防課

①消防救急
G
・
②予防G

◎ ◎ → → →

統合型内
部情報シ
ステム及
びネット
ワーク更
新

人事給与
システム
更新、プ
リンタ制
御システ
ム更新、
一人一台
パソコン
更新

継続 継続 継続 総合政策部 総務課 情報統計G

設置業者との保守契約を結
び、機能維持を図った。

設置業者による年２回の保守
点検と障害時のオンコール対
応によって機能の維持が保た
れた。

引き続き、設置業者との契約
の継続を行っていく。

指令台機能充実検討会を設立
し、高機能指令台の機能充実
と維持に関する課題点を洗い
出し、問題解決への調査・検
討を行った。

指令台の全面改修には高額な
費用を要するため、共同運用
も視野に入れた改修を行って
いく。

共同運用の実施に向け働きか
けを行うとともに、市単独運
用での全面改修も考慮した更
新計画を調査・検討する。

市県民税ほか10種目の口座
振替について、10の金融機
関に対しデータをＩＳＤＮ回
線にて伝送し、振替結果デー
タについても集約を行う業務
の委託を実施した。

安全かつ正確に口座振替デー
タを授受できた。また、指定
金融機関に委託することによ
り効率的に業務を遂行でき
た。

今後も個人情報の取り扱いに
充分注意し、継続して実施し
ていく。

③
(1)-24

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

通信指令施
設・消防救急
デジタル無線
（活動波）保
守点検委託料

平成9年度に導入、平成21年
度と平成25年度に高機能化
整備を行った消防緊急通信指
令施設は、消防の指令業務
（119番通報受信、出動各隊
への指令など）に必要不可欠
な施設であることから、設置
業者による専門性の高い定期
的な保守点検を行うことで、
機能維持を図る。

保守点検では、消防緊急通信
指令施設全体（専用回線を介
して接続された本庁及び関分
署、北東分署設置の機器を含
む）のシステム及び各機器の
性能維持、並びに障害時の機
能回復と機器の修繕を実施す
る。

③
(1)-23

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

口座振替分割
統合サービス

各金融機関との口座振替デー
タの授受をより安全かつ効率
的に行う。

口座振替データを各金融機関
と個別に授受するのではな
く、指定金融機関である百五
銀行に一括してデータ伝送
し、百五銀行が各収納代理金
融機関とデータの授受を行
う。振替結果についても百五
銀行が各収納代理金融機関の
口座振替データを集約し、口
座振替結果データを出納室パ
ソコンに一括送信する。

③
(1)-26

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

①救急統計シ
ステム(ベス
トル119)運
用管理事業
②防火対象
物・危険物施
設管理システ
ム(ベストル
119)導入事
業

救急出動に関するデータ及び
防火対象物・危険物施設の
データをデータベース化し、
統計、検索及び各種様式作成
等の作業を行えるシステムを
導入することで、事務の効率
化・迅速化を図る。

①平成23年度に導入した救
急統計システムは、年間約
2,200件ある救急出動の報告
書及び救急救命処置録等の記
録の作成、各種統計・調査、
データの抽出等に活用する。
②防火対象物・危険物施設管
理システムは、市内に約
3,000件ある施設の概要、消
防設備の設置・点検状況、届
出の提出状況等をデータベー
ス化し、各種統計・調査を行
うとともに、立入検査計画、
違反是正等にも使用する。

③
(1)-25

行政情報シス
テムの安定稼
働と業務改革

高機能指令台
更新計画事業

迅速な災害対応を行うため
に、指令台の機能充実に向
け、新しい機能等を検討す
る。

指令台の全面改修の必要が見
込まれる平成35年度を目途
に、通信機器の廃番の現状を
鑑み、調査・検討を進める。

③
(2)-1

「行政情報シ
ステム最適化
指針」の適用

行政情報シス
テム事業（内
部情報系）
【再掲】

市職員が庁内事務等に使用す
るシステムや機器類の維持管
理に努め、安定稼働させるこ
とにより、行政事務の効率
化・迅速化を図る。
（統合型内部情報システム、
GIS、人事給与システム、プ
リンター制御システム、内部
情報ネットワーク、行政施設
ネットワーク、一人一台パソ
コン）

統合型内部情報システム、内
部情報ネットワーク、その他
契約期限が到来するシステム
群の更新を行う。なお、シス
テムの更新にあたっては、ク
ラウドコンピューティングに
よる運用を優先的に実施し、
堅牢なデーターセンターでの
管理やネットワークの二重化
による情報セキュリティと業
務継続が可能な仕組みを確保
する。また、その後の機器及
びシステムの維持管理を行
う。

①救急統計システムを運用
し、事務の効率化・迅速化を
図った。

②平成２９年度予算要求

①救急統計システムで報告書
作成、統計調査等を行うこと
で、事務の効率化・迅速化を
達成した。

②平成３０年度導入決定

①引き続き救急統計システム
を運用し、事務の効率化・迅
速化を図る。

②平成３０年度から運用し、
市内に約3,000件ある施設の
概要、消防設備の設置・点検
状況、届出の提出状況等を
データベース化し、各種統
計・調査を行うとともに、立
入検査計画、違反是正等にも
使用する。

統合型内部情報システム及び
内部情報ネットワークを更新
した。なお、統合型内部情報
システムについては、クラウ
ドコンピューティングによる
運用を実施した。また、シス
テム保守等の順調な実施によ
り、安定稼働させることがで
きた。

統合型内部情報システムのク
ラウドコンピューティングに
よる運用を実施したことによ
り、堅牢なデータセンターで
の管理やネットワークの二重
化による情報セキュリティと
業務継続が可能な仕組みを確
保した。また、システムを安
定稼働させることができ、行
政事務の効率化、迅速化を図
ることができた。

内部情報系システムのひとつ
である、人事給与システムの
更新を円滑に実施するため、
現行システムの諸課題を整理
した上で、それらを反映した
人事給与システムの更新事務
を進める。



29 30 31 32 33 取組実績 成果と課題 部 課 グループ

実施年度
No. 施策の方向性 事業名 目的 概要

担当
今後の方向性

平成29年度

◎ → △ ◎ →

総合住民
情報シス
テム更新

継続

次期総合
保健福祉
システム
検討

次期総合
保健福祉
システム
更新

継続 総合政策部 総務課 情報統計G

△ △ ○ ◎ →

調査 検討 策定作業 実施 継続 総合政策部 総務課 情報統計G

△ ◎ → → →

勉強会等
への参
画・実施
検討

実施 継続 継続 継続 総合政策部 総務課 情報統計G

→ → → → →

継続 継続 継続 継続 継続 総合政策部 総務課 情報統計G

○ ○ ◎ → → 教育委員
会事務局

学校教育
課

教育研究
G

児童用タ
ブレット
型PC及
びカラー
プリンタ
の導入等

指導用タ
ブレット
型PCの
導入等

パソコン
室PCの
更新等

継続 継続
教育委員会
事務局

学校教育課 教育研究G

③
(2)-4

「行政情報シ
ステム最適化
指針」の適用

自治体クラウ
ドの検討

情報システムの導入や更改の
際は、クラウドコンピュー
ティングの適用を優先して検
討し、初期費用の抑制と情報
セキュリティの強化を図る。

情報システムの共同利用や統
合・集約化を進める自治体ク
ラウドの構築について検討す
る。

③
(2)-3

「行政情報シ
ステム最適化
指針」の適用

電子行政情報
セキュリティ
ポリシーの見
直し

市が保有する情報資産を積極
的に活用しながら、その管理
を徹底し、情報セキュリティ
の確保に最大限に取り組む。

情報セキュリティを取り巻く
状況の変化に対応して情報セ
キュリティポリシーを見直し
継続的に改定を行うことで、
情報セキュリティを確保す
る。

③
(2)-5

「行政情報シ
ステム最適化
指針」の適用

職員研修事業
職員のICTリテラシーの向上
を図る。

情報システムの管理、運用に
係る専門研修、アプリケー
ション研修及び情報セキュリ
ティ研修を実施する。

③
(2)-2

「行政情報シ
ステム最適化
指針」の適用

行政情報シス
テム事業（住
民情報系）
【再掲】

住民情報系システムは、税・
住民記録・国保等を取り扱う
総合住民情報システムと福祉
関係を取り扱う総合保健福祉
システムから成り立ってお
り、これらのシステムを安定
稼働させることにより、住民
サービスの維持及び充実を図
る。

総合住民情報システム及び総
合保健福祉システムを更新
し、その後の機器及びシステ
ムの維持管理を行う。

③
(3)-1

学校教育にお
けるICT利活
用の推進

情報教育推進
事業（小学
校）

子どもたちの確かな学力を育
成するため、ICTを活用する
ことで学習への意欲・関心を
高めたり、わかりやすい授業
を実現したりするとともに、
子どもたちが授業の中心とな
り、互いに学びあい、高めあ
う環境を整備する。

情報教育に関連するサーバ
等、学校内ネットワークの保
守整備を行うとともに、指導
用及び児童用タブレット端末
を計画的に導入し、教育の情
報化に対応する環境を整備す
る。また、情報教育を担う教
員への研修を行うとともに、
情報インストラクターを派遣
し、必要な支援を行う。

次の研修を行った。
・新規採用職員情報セキュリ
ティ研修
・ICT利活用研修
・標的型メール攻撃訓練
・マイナンバー情報連携確認
研修
・e-ラーニング

情報システムの管理・運用に
係る研修及びアプリケーショ
ンに係るヘルプデスクの実施
により、職員のリテラシー能
力の向上を図った。また、社
会保障・税番号制度の情報連
携開始に向けて、研修を実施
した。
さらに、職員にe-ラーニング
による情報セキュリティ研修
を実施した。

引続き、職員のスキルにあわ
せた段階的なICT利活用研修
を実施するとともに、情報セ
キュリティ意識の向上を図る
ため、情報セキュリティに関
するe-ラーニングの受講を実
施していく。

総合住民情報システムについ
て、平成28年度末にクラウ
ド化を伴う更新を行った。ま
た、保守等を順調に実施で
き、大きなシステム障害もな
く安定稼働させることができ
た。

住民情報系システムを安定稼
働させることにより、住民
サービスの維持及び充実を図
ることができた。

今後予定される制度改正等へ
の適切に対応するため、制度
改正等に関する動向に注視
し、委託業者との調整を円滑
に行う。

総務省が示す「地方公共団体
における情報セキュリティポ
リシーに関するガイドライ
ン」の理解に努めた。

ガイドラインに基づき、地方
公共団体が遵守すべきセキュ
リティポリシーの内容を理解
することができた。

ガイドラインの分析を進める
とともに、セキュリティポリ
シー改訂に関する研修に参加
し、最新のセキュリティポリ
シーの情報収集にあたる。

亀山市と同じ住民情報系シス
テムを利用している朝日町
と、平成30年2月に「亀山
市・朝日町情報システムの共
同化に関するする協定」を締
結し、同年3月に事業者との
変更契約を締結した。

平成30年4月から「亀山市・
朝日町自治体クラウド」の運
用を開始することとした。

平成30年4月から「亀山市・
朝日町自治体クラウド」の運
用を開始する。

○タブレット型PCの導入
（児童用）
○カラープリンタの導入
○情報機器の保守、管理
○情報インストラクターの派
遣
○情報教育研修会の開催
○先進校視察・研究会・セミ
ナーへの参加

・タブレット型ＰＣの導入と
同時に各校にて研修会を行う
ことで、教職員が使い方をイ
メージすることができた。
・情報教育研修会について
は、金城学院大学より長谷川
教授を招聘し、タブレット型
ＰＣの活用事例やプログラミ
ング教育、情報モラル教育に
ついての研修を行い、教職員
の意識の向上を図ることがで
きた。

・児童用ＰＣの具体的な機器
の選定を行う。また、現存の
児童用ＰＣを用いてどのよう
な教育活動が行われているの
か教職員にアンケートを取
り、具体的に必要とする付属
ソフトや周辺機器の選定も
行っていく。
・指導用タブレット型ＰＣを
平成30年8月に導入する。
・教職員が活用のイメージを
持てるように研修会を各校に
て行う。



29 30 31 32 33 取組実績 成果と課題 部 課 グループ

実施年度
No. 施策の方向性 事業名 目的 概要

担当
今後の方向性

平成29年度

○ ○ ◎ → → 教育委員
会事務局

学校教育
課

教育研究
G

生徒用タ
ブレット
型PC及
びカラー
プリンタ
の導入等

指導用タ
ブレット
型PCの
導入等

パソコン
室PCの
更新等

継続 継続
教育委員会
事務局

学校教育課 教育研究G

→ → → → → 教育委員
会事務局

教育総務
課

施設・保
健給食G

継続 継続 継続 継続 継続
教育委員会
事務局

教育総務課
施設・保健
給食G

△ △ △ ◎ ○

調査
(電子会議)

検討
(電子会議)

調査
(電子決裁)

検討
(電子会議)

一部実施
(電子会議)

検討
(電子決裁)

方針決定
(電子決裁)

総合政策部 総務課 情報統計G

◎ → → → → 生活文化
部

環境課 廃棄物対
策G

システム
導入

公開 公開 公開 公開 生活文化部 環境課
廃棄物対策
G

→ → → → → 議会事務
局

議事調査
課

議事調査
G

継続 継続 継続 継続 継続 議会事務局 議事調査課 議事調査G

③
(3)-3

学校教育にお
けるICT利活
用の推進

亀山市中学校
給食実施事業
（デリバリー
給食予約注文
システム）

亀山中学校、中部中学校で実
施するデリバリー給食の注文
について、システム化するこ
とにより保護者の利便性と事
務の効率化を図る。

亀山中学校、中部中学校にお
けるデリバリー給食の注文を
保護者がインターネットを介
して申し込める。給食費は、
前払いとして18食分
（5,000円）と振込手数料
（103円）をコンビニから振
り込み、振り込んだ金額分に
ついて給食の予約ができる。
なお、中学校給食の実施方式
の変更があった場合は事業を
見直す。

③
(3)-2

学校教育にお
けるICT利活
用の推進

情報教育推進
事業（中学
校）

子どもたちの確かな学力を育
成するため、ICTを活用する
ことで学習への意欲・関心を
高めたり、わかりやすい授業
を実現したりするとともに、
子どもたちが授業の中心とな
り、互いに学びあい、高めあ
う環境を整備する。

情報教育に関連するサーバ
等、学校内ネットワークの保
守整備を行うとともに、指導
用及び生徒用タブレット端末
を計画的に導入し、教育の情
報化に対応する環境を整備す
る。また、情報教育を担う教
員への研修を行うとともに、
情報インストラクターを派遣
し、必要な支援を行う。

③
(4)-3

庁内ペーパレ
ス化の推進

タブレット端
末の導入

市議会の本会議や委員会等の
議会関連資料をデータ化し、
議会運営の効率化とペーパレ
ス化に努めるとともに、それ
ぞれの端末に通信機能を持た
せ、情報収集や事務連絡用と
して使用するなど、タブレッ
ト端末の多角的な活用を図
る。

タブレット端末を21台（議
員18台、事務局3台）購入
し、議会活動及び政務活動に
おいて使用している。（公開
会議の資料閲覧、情報検索、
通告書・視察報告書等の作
成、各種資料作成、事務局か
らの連絡、スケジュール管理
等）
当面、データと紙資料との併
用であるが、議会で出来ると
ころからペーパレス化に取り
組んでいる。

③
(4)-2

庁内ペーパレ
ス化の推進

ごみ分別ハン
ドブック公開
事業【再掲】

市民がごみの分別を迷わない
うえ収集日の確認や出し忘れ
が防止できること、ペーパレ
ス化が推進できることを目的
に、ウェブ上で50音順や
キーワード検索が可能なごみ
分別辞典を作成し公開する。

ウェブ上で50音順やキー
ワード検索が可能な「ごみ分
別ハンドブック」を作成し公
開する。

③
(4)-1

庁内ペーパレ
ス化の推進

庁内ペーパレ
ス化推進事業

ICTを利活用した、電子決裁
や電子会議の仕組みを検討
し、業務の効率化による人
的・財政的な資源を創出す
る。

電子会議の仕組みを構築す
る。
また、文書管理の一層の効率
化・高度化を図るため、電子
決裁の導入を検討する。

○タブレット型PCの導入
（生徒用）
○カラープリンタの導入
○情報機器の保守、管理
○情報インストラクターの派
遣
○情報教育研修会の開催
○先進校視察・研究会・セミ
ナーへの参加

・タブレット型ＰＣの導入と
同時に各校にて研修会を行う
ことで、教職員が使い方をイ
メージすることができた。
・情報教育研修会について
は、金城学院大学より長谷川
教授を招聘し、タブレット型
ＰＣの活用事例や情報モラル
教育についての研修を行い、
教職員の意識の向上を図るこ
とができた。

・生徒用ＰＣの具体的な機器
の選定を行う。また、現存の
生徒用ＰＣを用いてどのよう
な教育活動が行われているの
か教職員にアンケートを取
り、具体的に必要とする付属
ソフトや周辺機器の選定も
行っていく。
・指導用タブレット型ＰＣを
平成30年8月に導入する。
・教職員が活用のイメージを
持てるように研修会を各校に
て行う。

本会議や各種委員会等、公開
会議の会議資料は全てデータ
化し、タブレット端末を活用
することで、出来るところか
らペーパレス化に取り組ん
だ。

タブレット端末の導入によ
り、資料をデータ化すること
で議員への事前提供が可能に
なったほか、タブレット端末
の多角的な活用をを図り、事
務の効率化に努めることがで
きた。
また、各種資料等は現在、紙
とデータの併用であるが、議
会側で出来るところからペー
パレス化に取り組むことがで
きた。

現在、市議会が先行してタブ
レット端末を導入しており、
出来るところからでペーパレ
ス化に取り組んでいるが、事
務の効率化と更なるペーパレ
ス化を推進するには、執行部
側にもタブレット導入の検討
が必要。

平成２９年度から平成３１年
度までのデリバリー給食の業
務委託の中で、引き続きイン
ターネットシステムを利用し
て注文することとして契約し
た。

デリバリー給食の予約及び集
金業務について、インター
ネットシステムを利用するこ
とにより、保護者の利便性向
上と事務の効率化が図ること
ができた。また、これにより
給食費の徴収を滞りなく行う
ことができた。

今後もデリバリー給食の注文
及び集金業務について、イン
ターネットシステムの活用を
継続し、予約・集金業務の効
率化を図っていく。

ごみ分別ハンドブックは約
600種掲載しているところ、
ごみ分別辞典では約2,000種
掲載すべく一覧表を作成し
た。ただし、大幅に増やした
ことから分別確認作業に時間
を要し、精査が必要なものが
一部残されたことから、H29
年度中のウェブ上での公開は
見送った。

精査が必要なものが一部ある
が、ごみ一覧表の作成はほぼ
終えることができた。また、
ウェブサイトの構築も終える
ことができた。

確認作業を終えたごみはウェ
ブ上での公開に向けた作業を
進める。精査が必要なもの
は、その作業が終わり次第順
次追加していく。

電子会議の仕組みについて、
先行事例等の情報収集を行っ
た。

電子会議の安全かつ効果的な
仕組みについて、更に検討が
必要である。

業務の効率化による人的・財
政的資源を創出するため、引
き続き電子会議や電子決裁の
仕組みを検討していく。
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